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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】天井搬送車において、被搬送物の揺れ及び振動
の伝達を抑制する。
【解決手段】天井搬送車は、軌道を走行する走行部と、
被搬送物４００を収容して搬送する搬送部と、搬送部の
下端側に回動可能に軸支され、被搬送物の収容を可能と
する退避位置と、被搬送物の側面を押圧する押圧位置と
の間を往復動可能な揺れ抑制部材２６０とを備える。揺
れ抑制部材は、押圧部２７３と、押圧部を先端側で支持
すると共に基端側が搬送部に軸支されたレバー部２７１
，２７２と、押圧部を被搬送物側に付勢する付勢部材２
７４とを有している。押圧部は、レバー部に回動可能に
軸支された本体部、押圧面を先端側に有して本体部にス
ライド可能に支持されたスライド部、スライド部の弾性
的なスライドを可能にする弾性体を含んでいる。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　天井又は天井近傍位置に敷設された軌道を走行する走行部と、
　前記走行部に取り付けられており、把持した被搬送物を収容空間に収容して搬送する搬
送部と、
　前記搬送部の下端側に水平に沿った方向で回動可能に軸支されており、前記収容空間へ
の前記被搬送物の収容を可能とする退避位置と、前記収容空間に収容された前記被搬送物
側に突出することで前記被搬送物の側面を押圧する押圧位置との間を往復動可能な揺れ抑
制部材と
　を備え、
　前記揺れ抑制部材は、
　前記被搬送物の側面を平面的に押圧する押圧部と、
　前記押圧部を先端側で支持すると共に基端側が前記搬送部に軸支されたレバー部と、
　前記レバー部に設けられており、前記押圧部を前記被搬送物側に付勢する付勢部材と
　を有しており、
　前記押圧部は、前記レバー部に水平に沿った方向で回動可能に軸支された本体部、前記
被搬送物に当接する押圧面を先端側に有して前記本体部に前記搬送車の走行方向と交わる
スライド方向でスライド可能に支持されたスライド部、並びに前記本体部及びスライド部
間に介在しており前記スライド部の弾性的なスライドを可能にする弾性体を含んでいる
　ことを特徴とする天井搬送車。
【請求項２】
　前記本体部はブロック状であり、前記押圧面の反対側に平板上に突出する突出板部を有
しており、
　前記スライド部は、前記押圧面の幅方向両側から前記本体部側へと夫々突出して前記本
体部の両側に所定の間隙を空けて配置される第１及び第２の縦部材、前記第１及び第２の
縦部材を前記本体部側で互いに連結すると共に前記突出板部を前記スライド方向でスライ
ド可能に且つ上下方向で移動不能に支持する横部材、並びに押圧面及び横部材の間におい
て前記第１及び第２の縦部材を互いに連結するように取り付けられており、前記本体部に
形成された貫通孔内にスライド可能に挿通されたシャフト部材とを有しており、
　前記弾性体は、前記本体部及び前記第１の縦部材間の前記所定の間隙、並びに前記本体
部及び前記第２の縦部材間の前記所定の間隙に夫々配置されている
　ことを特徴とする請求項１に記載の天井搬送車。
【請求項３】
　前記レバー部は、基端側が前記搬送車に軸支される第１レバー部材、及び前記第１レバ
ー部材の先端側に基端側が軸支され先端側で前記押圧部を軸支する第２レバー部材を有し
ており、
　前記付勢部材は、前記第１レバー部材及び前記第２レバー部材を互いに軸支する軸心に
おいて、前記第１レバー部材及び前記第２レバー部材が互いに直線上に並ぶように前記第
２レバー部材を付勢し、
　前記第１レバー部材に前記収容空間側への回動力を伝達する動力伝達手段を更に備える
　ことを特徴とする請求項１又は２に記載の天井搬送車。
【請求項４】
　前記搬送部の前記揺れ抑制部材より下端側に水平に沿った方向に回動可能に軸支されて
おり、前記揺れ抑制部材の前記退避位置から前記押圧位置への移動に合わせて前記被搬送
物の下側に突出して前記被搬送物の前記収容空間からの落下を防止する落下防止部材を更
に備え、
　前記動力伝達手段は、前記落下防止部材に設けられた突起部、及び前記第１レバー部材
に設けられ前記突起部からの力を受ける受動ガイドを有している
　ことを特徴とする請求項３に記載の天井搬送車。
【請求項５】
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　前記付勢部材は、一端部側が前記第１レバー部材に固定又は当接されると共に、他端部
側が前記第２レバー部材に固定又は当接されたねじりバネであることを特徴とする請求項
３又は４に記載の天井搬送車。
【請求項６】
　前記ねじりバネは、前記一端部側及び前記他端部側の各々が、緩衝部材を介して前記第
１レバー部材及び前記第２レバー部材に夫々固定又は当接されていることを特徴とする請
求項５に記載の天井搬送車。
【請求項７】
　前記付勢部材は、一端部側が前記第１レバー部材に固定又は当接されると共に、他端部
側が前記第２レバー部材に固定又は当接された板バネであることを特徴とする請求項３又
は４に記載の天井搬送車。
【請求項８】
　前記板バネは、前記一端部側及び前記他端部側の各々が、緩衝部材を介して前記第１レ
バー部材及び前記第２レバー部材に夫々固定又は当接されていることを特徴とする請求項
７に記載の天井搬送車。
【請求項９】
　前記押圧部は、前記押圧面に少なくとも部分的に他の弾性体を含んでいることを特徴と
する請求項１から８のいずれか一項に記載の天井搬送車。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば半導体装置製造用の各種基板等が収容された容器などの被搬送物を軌
道上で搬送する天井搬送車の技術分野に関する。
【背景技術】
【０００２】
　この種の搬送車として、天井に敷設された軌道を走行することで、ＦＯＵＰ(Front Ope
ning Unified Pod)等の被搬送物を搬送する懸垂型のもの（所謂ＯＨＴ：Overhead Hoist 
Transport）が知られている。このような搬送車には、移載した被搬送物の下側に突出す
ることで被搬送物の落下を防止する落下防止部材と、該落下防止部材に連動して回動可能
とされており、被搬送物を押圧することで揺れを抑制する揺れ抑制部材とが備えられる場
合がある。例えば特許文献１では、落下防止部材と連動する直動機構により、ゲル等の弾
性体を押し付ける機構が開示されている。他方、特許文献２では、落下防止部材に押当部
材を直接取り付けた機構が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００９－０４０５６３号公報
【特許文献２】特開２００３－１６５６８７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上述した特許文献１に係る技術では、直動機構を設けるために比較的大
きなスペースが必要となる。このため、装置が大型化したり、他の部材を配置するスペー
スが減少してしまうおそれがある。また、ローラの押し出し箇所と直動に摺動する部分と
が互いに離れているため、揺れ抑制部材にこじれが生じてしまうおそれがある。
【０００５】
　加えて、特許文献１及び特許文献２に係る技術では、共に押当部材の弾性力で被搬送物
を抑えているため、自身の伸縮量が小さい。このため、搬送車の進行方向及びそれに交わ
る幅方向での被搬送物の揺れに対する許容量が小さくなり、搬送車において発生する振動
を被搬送物に伝達し易いという技術的問題点がある。
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【０００６】
　本発明は、例えば上述した問題点に鑑みなされたものであり、被搬送物の揺れ及び振動
の伝達を効果的に抑制することが可能な搬送車及び搬送システムを提供することを課題と
する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の搬送車は上記課題を解決するために、天井又は天井近傍位置に敷設された軌道
を走行する走行部と、前記走行部に取り付けられており、把持した被搬送物を収容空間に
収容して搬送する搬送部と、前記搬送部の下端側に水平に沿った方向で回動可能に軸支さ
れており、前記収容空間への前記被搬送物の収容を可能とする退避位置と、前記収容空間
に収容された前記被搬送物側に突出することで前記被搬送物の側面を押圧する押圧位置と
の間を往復動可能な揺れ抑制部材とを備え、前記揺れ抑制部材は、前記被搬送物の側面を
平面的に押圧する押圧部と、前記押圧部を先端側で支持すると共に基端側が前記搬送部に
軸支されたレバー部と、前記レバー部に設けられており、前記押圧部を前記被搬送物側に
付勢する付勢部材とを有しており、前記押圧部は、前記レバー部に水平に沿った方向で回
動可能に軸支された本体部、前記被搬送物に当接する押圧面を先端側に有して前記本体部
に前記搬送車の走行方向と交わるスライド方向でスライド可能に支持されたスライド部、
並びに前記本体部及びスライド部間に介在しており前記スライド部の弾性的なスライドを
可能にする弾性体を含んでいる。
【０００８】
　本発明の搬送車は、天井又は天井近傍位置に敷設された軌道を走行する走行部と、該走
行部に取り付けられた搬送部とを備えており、搬送部が被搬送物を収容空間に収容すると
共に走行部が軌道を走行することで、被搬送物を搬送することが可能である。搬送部は、
典型的には、走行部に吊り下げられた形で取り付けられている。搬送部は、例えば被搬送
物を把持する把持部を備えており、被搬送物の積載時には、把持部に把持された被搬送物
が搬送部の収容空間に収容される。収容空間は、例えば下方側に向けて開口したコの字状
の搬送部における内部の空間として規定されている。
【０００９】
　本発明の搬送車には、搬送部の下端側に、水平に沿った方向に回動可能に軸支された揺
れ抑制部材が設けられている。尚、ここでの「下端側」とは、収容空間に積載された被搬
送物を側方から押圧できる程度に低い位置であることを意味している。また、「水平に沿
った方向」とは、完全な水平方向を意味するだけではなく、水平方向に斜めに交わるよう
な方向をも含む広い概念である。
【００１０】
　揺れ抑制部材は、収容空間への被搬送物の収容を可能とする退避位置と、収容空間に収
容された被搬送物側に突出することで被搬送物の側面を押圧する押圧位置との間を、水平
方向に沿って回動することで往復動可能とされている。より具体的には、揺れ抑制部材は
、被搬送物を積載しようとする際には、収容空間の入口付近において被搬送物が通過可能
なスペースを確保できるよう、少なくとも部分的に収納された状態となる。一方で、被搬
送物が積載された後には、収容空間側（即ち、収容された被搬送物側）に突出することで
被搬送物の側面を押圧し、被搬送物の揺れを防止する。尚、ここでの「揺れ」とは、搬送
車に移載された被搬送物が、カーブ走行時の遠心力等によって生じる比較的大きな揺れを
意味している。
【００１１】
　ここで本発明に係る揺れ抑制部材は特に、押圧位置で被搬送物の側面を平面的に押圧す
る押圧部と、押圧部を先端側で支持すると共に基端側が搬送部に軸支されたレバー部と、
レバー部に設けられており、押圧部を被搬送物側に付勢する付勢部材とを有している。揺
れ抑制部材が退避位置から押圧位置へと移動される際には、搬送部に軸支されたレバー部
が回動することで、押圧部が被搬送物の側面に当接される。
【００１２】



(5) JP 2012-166911 A 2012.9.6

10

20

30

40

50

　本発明に係る揺れ抑制部材は、上述したようにレバー部の回動によって突出する。ここ
で仮に、揺れ抑制部材が直動で突出するような構成であるとすると、直動機構を設けるた
めに進行方向に大きなスペースが必要となるため、装置が大型化したり、他の部材を配置
するスペースが減少してしまうおそれがある。しかるに本発明に係る揺れ抑制部材は、回
動によって突出が可能であるため、突出しない場合の揺れ抑制部材を、極めて少ないスペ
ースで好適に退避させることができる。従って、装置の省スペース化を実現することがで
きる。
【００１３】
　また本発明に係る押圧部は、被搬送物の側面を平面的に押圧するため、押圧方向に交わ
る方向に被搬送物が揺れる場合であっても、確実に揺れを抑制することができる。また押
圧部は、レバー部に与えられる回動力だけでなく、付勢部材の付勢力によって被搬送物を
押圧する。このような構成によれば、押圧部によって被搬送物を追従するように押圧でき
るため、極めて好適に被搬送物の揺れを抑制することが可能となる。
【００１４】
　本発明では更に、上述した押圧部が、レバー部に水平に沿った方向で回動可能に軸支さ
れた本体部、被搬送物に当接する押圧面を先端側に有して本体部にスライド可能に支持さ
れたスライド部、並びに本体部及びスライド部間に介在しておりスライド部の弾性的なス
ライドを可能にする弾性体を含んでいる。スライド部は、搬送車の走行方向と交わるスラ
イド方向にスライド可能とされている。
【００１５】
　本体部が回動可能に軸支されることで、押圧面の角度を収容空間内の被搬送物の角度に
応じて変化させることが可能となる。よって、確実に被搬送物の側面を押圧することが可
能となる。また、スライド部がスライド可能に支持されることで、搬送車側から伝達され
る振動を吸収し、被搬送物に伝わり難くすることができる。尚、ここでの「振動」とは、
搬送車の走行系等において生じる比較的細かな揺れを意味している。更にスライド部は、
弾性体によって弾性的にスライド可能とされている。このため、被搬送物への振動の伝達
をより一層抑制することができる。
【００１６】
　以上説明したように、本発明の天井搬送車によれば、被搬送物の揺れ及び振動の伝達を
効果的に抑制することが可能である。
【００１７】
　本発明の搬送車の一態様では、前記本体部はブロック状であり、前記押圧面の反対側に
平板上に突出する突出板部を有しており、前記スライド部は、前記押圧面の幅方向両側か
ら前記本体部側へと夫々突出して前記本体部の両側に所定の間隙を空けて配置される第１
及び第２の縦部材、前記第１及び第２の縦部材を前記本体部側で互いに連結すると共に前
記突出板部を前記スライド方向でスライド可能に且つ上下方向で移動不能に支持する横部
材、並びに押圧面及び横部材の間において前記第１及び第２の縦部材を互いに連結するよ
うに取り付けられており、前記本体部に形成された貫通孔内にスライド可能に挿通された
シャフト部材とを有しており、前記弾性体は、前記本体部及び前記第１の縦部材間の前記
所定の間隙、並びに前記本体部及び前記第２の縦部材間の前記所定の間隙に夫々配置され
ている。
【００１８】
　この態様によれば、押圧部における本体部はブロック状とされ、押圧面の反対側に平板
上に突出する突出板部を有するように構成される。突出板部は、スライド部における横部
材によって、スライド方向でスライド可能に且つ上下方向で移動不能に支持されている。
スライド部は、押圧面の幅方向両側（即ち、側方の両端部）から本体部側へと夫々突出し
て本体部の両側に所定の間隙を空けて配置される第１及び第２の縦部材を有しており、こ
れら第１及び第２の縦部材を本体部側で互いに連結するように横部材が配置されている。
このような構成によれば、押圧部材を容易に小型化できると共に、本体部の上下方向（即
ち、スライド方向とは異なる方向）の移動が防止できるため、こじれに強い構造とするこ
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とができる。
【００１９】
　また、本体部及び第１の縦部材間の所定の間隙、並びに本体部及び第２の縦部材間の所
定の間隙には、一対の弾性体が配置されている。言い換えれば、本態様に係る所定の間隙
は、一対の弾性体を配置できるような大きさの間隙として設けられる。一対の弾性体によ
れば、本体部の第１の縦部材側へのスライド及び第２の縦部材側へのスライドの両方を、
好適に弾性的なスライド動作とすることができる。従って、被搬送物への振動の伝達を効
果的に抑制することができる。
【００２０】
　本発明の搬送車の他の態様では、前記レバー部は、基端側が前記搬送車に軸支される第
１レバー部材、及び前記第１レバー部材の先端側に基端側が軸支され先端側で前記押圧部
を軸支する第２レバー部材を有しており、前記付勢部材は、前記第１レバー部及び前記第
２レバー部を互いに軸支する軸心において、前記第１レバー部材及び前記第２レバー部材
が互いに直線上に並ぶように前記第２レバー部材を付勢し、前記第１レバー部材に前記収
容空間側への回動力を伝達する動力伝達手段を更に備える。
【００２１】
　この態様によれば、搬送部には第１レバー部の基端側が軸支されており、その第１レバ
ー部の先端側には第２レバー部の基端側が軸支されている。そして、第２レバー部の先端
側には押圧部が取り付けられている。第１レバー部及び第２レバー部を互いに軸支する軸
心には付勢部材が設けられている。付勢部材は、例えばねじりバネとして構成されており
、第１レバー部材及び第２レバー部材が互いに直線上に並ぶように第２レバー部材を付勢
する。
【００２２】
　揺れ抑制部材が退避位置にある場合、第１レバー部材及び第２レバー部材は互いに直線
上に並ぶような状態となる。よって、コンパクトに収納することができ、好適に省スペー
スを実現することができる。一方、揺れ抑制部材の押圧位置への突出時には、先ず第１レ
バー部に対して動力伝達手段から回動力が伝達され、第１レバー部及び第１レバー部に軸
支された第２レバー部が搬送部に対して回動する。これにより、押圧部が被搬送物に当接
される。押圧部が被搬送物に当接されてからは、第１レバー部は同様に回動し続けるもの
の、第２レバー部は第１レバー部に対して「くの字」に折れ曲がり、付勢部材による付勢
力が第１レバー部及び第２レバー部間に働くことになる。このような構成によれば、仮に
被搬送物が押圧部の押圧方向に大きく揺れた場合であっても、押圧部が被搬送物を追従し
、被搬送物の側面を押圧し続ける。よって、極めて効果的に被搬送物の揺れを防止するこ
とができる。
【００２３】
　上述した動力伝達手段を備える態様では、前記搬送部の前記揺れ抑制部材より下端側に
水平に沿った方向に回動可能に軸支されており、前記揺れ抑制部材の前記退避位置から前
記押圧位置への移動に合わせて前記被搬送物の下側に突出して前記被搬送物の前記収容空
間からの落下を防止する落下防止部材を更に備え、前記動力伝達手段は、前記落下防止部
材に設けられた突起部、及び前記第１レバー部材に設けられ前記突起部からの力を受ける
受動ガイドを有するように構成されてもよい。
【００２４】
　この場合、搬送部における落下防止部材より下端側に設けられた落下防止部材によって
、収容空間に収容した被搬送物の落下を防止することができる。具体的には、落下防止部
材は、揺れ抑制部材の退避位置から押圧位置への移動に合わせて、収容された被搬送物の
下方に突出するように移動する。これにより、例えば搬送車の揺れ等によって収容空間か
ら落下しようとする被搬送物を、収容空間の下方側から受け止めることが可能となる。
　上述した落下防止部材には特に、動力伝達手段としての突起部が設けられている。一方
で、揺れ抑制部材の第１レバー部材には、動力伝達手段としての受動ガイドが設けられて
いる。受動ガイドは、突起部からの力を受けて第１レバー部の回動力に変換することがで
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きる。よって、極めて簡単な構成で、落下防止部材及び揺れ抑制部材を互いに連動するよ
うに移動させることが可能となる。
【００２５】
　上述したレバー部が第１レバー部材及び第２レバー部材を有する態様では、前記付勢部
材は、一端部側が前記第１レバー部材に固定又は当接されると共に、他端部側が前記第２
レバー部材に固定又は当接されたねじりバネであるように構成されてもよい。
【００２６】
　この場合、ねじりバネの一端部側が第１レバー部材に固定又は当接され、他端部側が第
２レバー部材に固定又は当接されているため、第１レバー部材及び第２レバー部材が互い
に直線上に並ぶような付勢力を確実に実現できる。また、ねじりバネは低コスト且つ構成
が簡易であるため、製造コストの増大や装置構成の複雑化を抑制することができる。
【００２７】
　上述した付勢部材がねじりバネである態様では、前記ねじりバネは、前記一端部側及び
前記他端部側の各々が、緩衝部材を介して前記第１レバー部材及び前記第２レバー部材に
夫々固定又は当接されているように構成されてもよい。
【００２８】
　この場合、付勢部材であるねじりバネと、第１レバー部材及び第２レバー部材との間に
は、緩衝部材が設けられる。このような緩衝部材によれば、揺れ抑制部材によって押圧し
ている被搬送物のバネ付勢方向への揺れを、極めて速やかに減衰させることができる。
【００２９】
　上述したレバー部が第１レバー部材及び第２レバー部材を有する態様では、前記付勢部
材は、一端部側が前記第１レバー部材に固定又は当接されると共に、他端部側が前記第２
レバー部材に固定又は当接された板バネであるように構成されてもよい。
【００３０】
　この場合、板バネの一端部側が第１レバー部材に固定又は当接され、他端部側が第２レ
バー部材に固定又は当接されているため、第１レバー部材及び第２レバー部材が互いに直
線上に並ぶような付勢力を確実に実現できる。また、板バネは低コスト且つ構成が簡易で
あるため、製造コストの増大や装置構成の複雑化を抑制することができる。
【００３１】
　上述した付勢部材が板バネである態様では、前記板バネは、前記一端部側及び前記他端
部側の各々が、緩衝部材を介して前記第１レバー部材及び前記第２レバー部材に夫々固定
又は当接されているように構成されてもよい。
【００３２】
　この場合、付勢部材である板バネと、第１レバー部材及び第２レバー部材との間には、
緩衝部材が設けられる。このような緩衝部材によれば、揺れ抑制部材によって押圧してい
る被搬送物のバネ付勢方向への揺れを、極めて速やかに減衰させることができる。
【００３３】
　本発明の搬送車の他の態様では、前記押圧部は、前記押圧面に少なくとも部分的に他の
弾性体を含んでいる。
【００３４】
　この態様によれば、押圧部における被搬送物と当接する押圧面には、少なくとも部分的
に他の弾性体（即ち、スライド部の弾性的なスライドを可能とする弾性体とは異なる弾性
体）が設けられる。この弾性体によれば、被搬送物を弾性的に押圧することが可能となる
ため、被搬送物への傷付けや破損を防止できる。また、被搬送物の揺れの減衰、被搬送物
への振動伝達の抑制を、より的確に行うことができる。
【００３５】
　尚、他の弾性体は、押圧面の全てを覆うように設けられることが好ましい。また、押圧
面以外の部位についても他の弾性体が設けられていても構わない。
【００３６】
　本発明の作用及び他の利得は次に説明する発明を実施するための形態から明らかにされ
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る。
【図面の簡単な説明】
【００３７】
【図１】搬送システムの全体構成を示す上面図である。
【図２】台車の構成を示す側面図である。
【図３】台車の移載動作を示す斜視図である。
【図４】台車の横移載動作を示す斜視図である。
【図５】落下防止部材及び揺れ抑制部材の構成を示す斜視図である。
【図６】落下防止部材及び揺れ抑制部材の突出時の動作を示す下面図（その１）である。
【図７】落下防止部材及び揺れ抑制部材の突出時の動作を示す下面図（その２）である。
【図８】落下防止部材及び揺れ抑制部材の突出時の動作を示す下面図（その３）である。
【図９】落下防止部材及び揺れ抑制部材の突出時の動作を示す下面図（その４）である。
【図１０】付勢部材の具体的な構成を示す平面図である。
【図１１】揺れ抑制部材における押圧部の構成を示す斜視図である。
【図１２】揺れ抑制部材における押圧部の構成を示す平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３８】
　以下では、本発明の実施形態について図を参照しつつ説明する。
【００３９】
　先ず、本発明の「天井搬送車」の一例である台車が備えられる搬送システムの全体構成
について、図１を参照して説明する。ここに図１は、搬送システムの全体構成を示す上面
図である。
【００４０】
　図１において、本実施形態に係る搬送システムは、軌道１００と、台車２００と、コン
トローラ３００とを備えて構成されている。
【００４１】
　軌道１００は、例えば天井に敷設されており、アルミニウムやステンレス等の金属から
構成される。
【００４２】
　台車２００は、軌道１００上に複数配置されており、軌道１００に沿って走行すること
で、被搬送物であるＦＯＵＰを搬送することが可能である。
【００４３】
　また台車２００は、車上コントローラ２０５を夫々有している。車上コントローラ２０
５は、コントローラ３００から搬送指令を受け取り、台車２００の走行を制御する。尚、
車上コントローラ２０５は、台車２００の走行を制御するだけでなく、台車２００に備え
られた各機器を総括的に制御するという機能も有している。
【００４４】
　コントローラ３００は、例えば演算回路やメモリ等を含んで構成されており、車上コン
トローラ２０５を介して、台車２００に搬送指令を与えることが可能に構成されている。
【００４５】
　尚、ここでの図示は省略しているが、軌道１００に沿った位置には、ＦＯＵＰを一時的
に保管する棚（例えば、バッファやポート等）及び半導体製造装置が設けられている
【００４６】
　次に、台車２００のより具体的な構成について、図２を参照して説明する。ここに図２
は、台車の構成を示す側面図である。
【００４７】
　図２において、台車２００は、走行部２１０、本体部２２０、移動部２３０、昇降部２
３５、昇降ベルト２４０、把持部２５０、落下防止部材２６０及び揺れ抑制部材２７０を
備えて構成されている。
【００４８】
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　台車２００は、走行部２１０が例えばリニアモータ等によって推進力を与えることで、
走行ローラ２１５が転動されつつ、軌道１００に沿って走行する。走行部２１０の下面に
は、本発明の「搬送部」の一例である本体部２２０が吊り下がる形で取り付けられている
。
【００４９】
　本体部２２０には、移動部２３０が取り付けられている。移動部２３０は、軌道１００
の側方（即ち、図における左右方向）に移動することが可能である。移動部２３０の下面
には、昇降部２３５が取り付けられている。
【００５０】
　昇降部２３５の下面には、ＦＯＵＰを把持する把持部２５０が昇降ベルト２４０によっ
て取り付けられている。把持部２５０は、昇降ベルト２４０を巻き出す或いは巻き取るこ
とで、本体部２２０に対し昇降可能である。
【００５１】
　落下防止部材２６０は、本体部２２０の下端周辺に設けられており、積載されたＦＯＵ
Ｐを下側から支えるように突出することで、ＦＯＵＰの落下を防止する。
【００５２】
　揺れ抑制部材２７０は、本体部２２０における上述した落下防止部材２６０の上側に設
けられており、積載されたＦＯＵＰの側面を押圧することで揺れを抑制する。
【００５３】
　落下防止部材２６０及び揺れ抑制部材２７０のより具体的な構成や動作については、後
に詳述する。
【００５４】
　次に、台車によるＦＯＵＰの移載方法について、図３及び図４を参照して説明する。こ
こに図３及び図４は夫々、実施形態に係る台車のＦＯＵＰの移載方法を示す斜視図である
。
【００５５】
　図３において、台車２００が、軌道１００の真下に位置するポート５１０上のＦＯＵＰ
４００を移載する際には、先ず台車２００が軌道１００上を走行して、ポート５１０上に
設置されたＦＯＵＰ４００の上方に停止する。
【００５６】
　続いて、図に示すように、昇降部２３５によって昇降ベルト２４０が巻き出されること
で把持部２５０がＦＯＵＰ４００の位置まで降下する。そして、把持部２５０とＦＯＵＰ
４００との位置の微調整が行われ、ＦＯＵＰ４００が把持される。
【００５７】
　ＦＯＵＰ４００が把持されると、昇降ベルト２４０が巻き取られ、把持部２５０及び把
持されたＦＯＵＰ４００が本体部２２０の位置まで上昇する。そして、再び台車２００が
軌道１００上を走行して、ＦＯＵＰ４００が搬送される。
【００５８】
　図４において、ＦＯＵＰ４００が、軌道１００の側方にそれた位置にあるサイドバッフ
ァ５２０に設置されている場合には、移動部２３０が軌道１００の側方に移動した後に、
昇降部２３５によって昇降ベルト２４０が巻き出され、把持部２５０がＦＯＵＰ４００の
位置まで降下する。このように動作することで、軌道部１００からＦＯＵＰ４００の横移
載を行うことが可能となる。
【００５９】
　次に、落下防止部２６０及び揺れ抑制部材２７０の具体的構成及び動作について、図５
から図１０を参照して詳細に説明する。ここに図５は、落下防止部材及び揺れ抑制部材の
構成を示す斜視図である。また図６から図９は夫々、落下防止部材及び揺れ抑制部材の突
出時の動作を示す下面図である。図１０は、付勢部材の具体的な構成を示す平面図である
。
【００６０】
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　図５において、本実施形態に係る落下防止部２６０及び揺れ抑制部材２７０は、搬送部
２２０の下端側に夫々設けられている。落下防止部２６０は、ＦＯＵＰ４００の積載時に
、積載されたＦＯＵＰ４００を下側から受け止められるような位置へと突出する。揺れ抑
制部材２７０は、ＦＯＵＰ４００の積載時に、積載されたＦＯＵＰ４００の側面を押圧す
るような位置へと突出する。尚、落下防止部２６０及び揺れ抑制部材２７０は、図示しな
いモータ等から供給される動力によって夫々回動される。
【００６１】
　図６において、落下防止部材２６０は、回転軸６１０を軸として水平方向に回動可能に
搬送部２２０に取り付けられている。一方、揺れ抑制部材２７０は、回転軸６２０を軸と
して水平方向に回動可能に搬送部２２０に取り付けられている。揺れ抑制部材２７０は、
第１レバー部２７１、第２レバー部２７２、押圧部２７３、付勢部材２７４を備えて構成
される。
【００６２】
　より具体的には、搬送部２２０に第１レバー部２７１の基端側が回動可能に軸支されて
いる。第１レバー部２７１の先端側には、第２レバー部２７２の基端側が回動可能に軸支
されている。第２レバー部２７２の先端側には、押圧部２７３が回動可能に軸支されてい
る。第１レバー部２７２及び第２レバー部２７２を接続する軸心には、例えばねじりバネ
や板バネ等として構成される付勢部材２７４が取り付けられている。尚、付勢部材２７４
は、第１レバー部２７１及び第２レバー部２７２が互いに直線上に並ぶような付勢力を有
している。
【００６３】
　落下防止部材２６０には、本発明の「突起部」の一例であるローラ２６５が取り付けら
れている。揺れ抑制部材２７０における第１レバー部２７１には、本発明の「受動ガイド
」の一例であるローラガイド２７５が取り付けられている。ローラガイド２７５は、例え
ば金属板として構成されており、落下防止部材２６０の突出時において、ローラ２６５が
当接するような位置に設けられている。落下防止部２６０及び揺れ抑制部材２７０は、Ｆ
ＯＵＰ４００を移載する際には、夫々ＦＯＵＰ４００の移載の邪魔にならないよう、ＦＯ
ＵＰ４００側に突出せず収納された状態とされている。
【００６４】
　図７において、ＦＯＵＰ４００が移載されると、図中の矢印で示す方向に落下防止部材
２６０が回動される。落下防止部材２６０が、ＦＯＵＰ４００側へ回動していくと、ロー
ラ２６５がローラガイド２７５に当接する。ローラ２６５がローラガイド２７５に当接し
た以降は、ローラ２６５がローラガイド２７５を押圧することで、揺れ抑制部材２７０に
おける第１レバー部２７１が回動することになる。これにより、落下防止部２６０及び揺
れ抑制部材２７０は、互いに連動するように突出する。
【００６５】
　図８において、揺れ抑制部材２７０は、第１レバー部２７１が回動していくことによっ
て、押圧部２７３の押圧面がＦＯＵＰ４００の側面に当接する位置まで突出される。この
段階では、第１レバー部２７１及び第２レバー部２７２は互いに直線上に並ぶような位置
関係であり、付勢部材２７４による付勢力は発生していない。
【００６６】
　図９において、押圧部２７３の押圧面がＦＯＵＰ４００の側面に当接した以降も、更に
第１レバー部２７１が回動していくと、図に示すように第２レバー部２７２が「くの字」
に折れ曲がった状態となる。この状態では、付勢部材２７４において、第１レバー部２７
１及び第２レバー部２７２を互いに直線上に並ばせるような付勢力が発生する。即ち、第
２レバー部２７２をＦＯＵＰ側に付勢する力が働く。このような構成によれば、押圧部２
７３がＦＯＵＰ４００を追従するように押圧する。従って、第１レバー部２７１の回動力
だけで押圧する場合と比べて、より効果的にＦＯＵＰ４００の揺れを抑制することが可能
となる。
【００６７】
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　尚、押圧部２７３の押圧面がＦＯＵＰ４００の側面に当接すると、押圧部２７３はＦＯ
ＵＰ４００の側面からの図中の矢印Ｐ１で示すような力を受けることになる。すると、落
下防止部材２６０は、回転軸６１０を軸として図中の矢印Ｐ２方向に回動しようとする。
しかし、回動ローラ２６５は、ローラガイド２７５におけるストッパ２７５ｓに当接して
いるため、落下防止部材２６０は、図中の矢印Ｐ２方向には回動しない。つまり、落下防
止部材２６０は、押圧部２７３がＦＯＵＰ４００から押されても動かない機構（即ち、外
力では動かずモータの回動力のみで動く機構）とされており、ブレーキ等を用いることな
く適切な位置を保持することができる。
【００６８】
　図１０において、ねじりバネである付勢部材２７４の一端部は、第１レバー部２７１に
対して緩衝材２７６ａを介して取付けられている。他方、付勢部材２７４の他端部は、第
２レバー部２７２に対し緩衝材２７６ｂを介して取付けられている。これら緩衝材２７６
ａ及び２７６ｂによれば、ＦＯＵＰ４００の付勢方向への揺れを、速やかに減衰させるこ
とができる。尚、付勢部材２７４を、板バネ等の他の部材として構成する場合についても
同様である。
【００６９】
　次に、上述した揺れ抑制部材２７０における押圧部２７３の具体的な構成について図１
１及び図１２を参照して説明する。ここに図１１は、揺れ抑制部材における押圧部の構成
を示す斜視図である。また図１２は揺れ抑制部材における押圧部の構成を示す平面図であ
る。
【００７０】
　図１１において、押圧部２７３における押圧面部７１０には、ＦＯＵＰと当接する押圧
面側に弾性体が取付けられている。これにより、押圧面部７１０は、ＦＯＵＰ４００を弾
性的に押圧することが可能とされている。押圧面部７１０の押圧面と反対側には、第１の
縦部材７２１及び第２の縦部材７２２が夫々取り付けられている。第１の縦部材７２１及
び第２の縦部材７２２の押圧面部７１０と反対側には、第１の縦部材７２１及び第２の縦
部材７２２を互いに連結するように、第１の横部材７３１及び第２の横部材７３２が取り
付けられている。また、第１の縦部材７２１及び第２の縦部材７２２間には、シャフト７
４０が取り付けられている。
【００７１】
　シャフト７４０は、第１の縦部材７２１及び第２の縦部材７２２間の間隙に配置された
ブロック部材７５０を挿通するように設けられている。これによりブロック部材７５０は
、シャフトの延びる方向にスライド可能とされる。またブロック部材７５０は、押圧面７
１０とは反対側に突出した突出板部７５１が、第１の横部材７３１及び第２の横部材７３
２間に形成された間隙に沿ってスライド可能に配置されている。このようなシャフト７４
０、並びに第１の横部材７３１及び第２の横部材７３２によって構成されるスライド機構
によれば、スライドすべき方向以外の方向への動作を制限できるため、ブロック部材７５
０においてこじれが発生してしまうことを抑制できる。尚、ブロック部材７５０は、本発
明の「本体部」の一例であり、接続部７５２を介して、第２レバー部２７２の先端側に取
り付けられている（図６から図９参照）。ブロック部材７５０は、典型的には金属を含ん
で構成されるが、直接摩擦係数の低い樹脂等を用いることもできる。この場合、ブッシュ
等を省略化することが可能となる。
【００７２】
　図１２において、ブロック部材７５０と第１の縦部材７２１との間の間隙には第１の弾
性体７６１が配置されている。第１の弾性体７６１は、第１の縦部材７２１に貼付けられ
ており、ブロック部材７５０側には貼付けられていない。一方、ブロック部材７５０と第
２の縦部材７２２との間の間隙には第２の弾性体７６２が配置されている。第２の弾性体
７６２は、第２の縦部材７２２に貼付けられており、ブロック部材７５０側には貼付けら
れていない。第１の弾性体７６１及び第２の弾性体７６２は、例えばゴム、スポンジ、ゲ
ル材料等を含んで構成される。但し、第１の弾性体７６１及び第２の弾性体７６２を構成
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する材料は特に限定されず、例えばコイルバネ等の金属性の弾性体を用いてもよい。これ
ら一対の弾性体７６１及び７６２によれば、ブロック部材７５０の弾性的なスライドを実
現することができる。
【００７３】
　上述した押圧部２７３によれば、第２レバー部２７２から伝達される振動（より具体的
には、走行部２１０等において発生し、搬送部２２０側から伝達される振動）が、押圧面
部７１０にまで伝達されてしまうことを抑制できる。従って、振動が押圧するＦＯＵＰ４
００に伝達されてしまうことを抑制できる。
【００７４】
　以上説明したように、本実施形態に係る天井搬送車によれば、揺れ抑制部材２７０が備
えられているため、ＦＯＵＰ４００の揺れ及び振動の伝達を効果的に抑制することができ
る。
【００７５】
　本発明は、上述した実施形態に限られるものではなく、特許請求の範囲及び明細書全体
から読み取れる発明の要旨或いは思想に反しない範囲で適宜変更可能であり、そのような
変更を伴う搬送システムもまた本発明の技術的範囲に含まれるものである。
【符号の説明】
【００７６】
　１００…軌道、２００…台車、２１０…走行部、２１５…走行ローラ、２２０…本体部
、２３０…移動部、２４０…昇降ベルト、２５０…把持部、２６０…落下防止部材、２６
５…ローラ、２７０…揺れ抑制部材、２７１…第１レバー部、２７２…第２レバー部、２
７３…押圧部、２７４…付勢部材、２７５…ローラガイド、３００…コントローラ、４０
０…ＦＯＵＰ、５１０…ポート、５２０…サイドバッファ、７１０…押圧面部、７２１…
第１の縦部材、７２２…第２の縦部材、７３１…第１の横部材、７３２…第２の横部材、
７４０…シャフト、７５０…ブロック部材、７５１…突出板部、７６１,７６２…弾性体
。
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